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４．議事（冒頭挨拶を除き非公開） 

（１）参考人ヒアリング 

（２）量子技術イノベーション戦略の検討の方向性について 

（３）意見交換 

 

５．公開資料 

資料１ 参考人説明資料（北川教授） 

資料２ 参考人説明資料（藤井教授） 

資料３  量子技術イノベーション戦略の検討の方向性 

 

６．議事要旨 

（１）参考人ヒアリング 

２人の参考人よりそれぞれ資料１、２に基づき、世の中の動向や取組状況等についてご説明をいただいた。 

 

（２）量子技術イノベーション戦略の検討の方向性について 

資料３に基づき、量子イノベーション戦略の検討の方向性について事務局より説明を行った。 

 

（３）意見交換 

○五神構成員 

民間企業の懸念の一つは、「未来が見えにくくなっているために、アベノミクス効果で得られた利益の

投資先が判らない」こと。また、政府が支援できる研究開発費は限られている。一方、安倍総理は 6月の

G20 において、「Data free flow with trust」の議論を主導する意向である。データ活用社会に移行しつ

つある中で、量子技術を広く捉えて、短期・中期・長期の視点や異分野との連携の視点で戦略を考えるこ

とが重要である。例えば、2025 年までに成果が出るようなものについては、短期・中期の戦略を策定して、

民間からの投資支援を促す。また、長期に渡って機能材料の優位性を獲得するための戦略としては、デー

タベースを活用するマテリアル分野と量子技術の連携が一案として考えられる。このような広がりのある

議論が非常に重要である。 

 

○荒川構成員 

 戦略の体を成すには、社会実装を想定しながら検討を進めることが必要である。一方で、量子材料の重

要性を鑑みると、戦略の推進において基盤技術と基礎科学が両輪になるべき、ということも謳うべきであ

る。また、特に中長期、十年二十年を要する量子の研究開発については、国際連携が大変重要であり、国

際会議や様々なコミュニケーションの手段を通じて強化する必要がある。今年１２月１６日～１７日に、

日米欧の政策担当者および研究者による量子技術に関する国際ワークショップを開催する予定である。 

 

○伊藤構成員 

 「量子技術イノベーション」戦略のあるべき姿は、こういう社会ができるということで考えられる技術

については、この枠組みができたから大学と企業や国立の研究所が組むのではなくて、そもそも企業がこ



れに一緒に投資したいと思うようなものを先に造っているぐらいのところから、更にそこをブーストする

ことである。相当な取捨選択を迫られるかも知れないが、例えば前回も述べたようにハードウェアに力を

入れるか否かの決断には、企業参画の見極めを要する。万が一、企業の参画が見込めないならば、もう少

しＱ－ＬＥＡＰで基本的なことを、日本の強みを保ちながら、将来的にその強みを保っていることで追い

抜きにかかるような選択肢もあり得る。一方で、例えば量子マテリアルのように本当に日本が強い分野に

ついては、もう少し広い意味で長期間、基礎研究を支える。また、セキュリティでは、標準化を念頭にし

た支援が必要である。このように分野毎に、異なるゴールとタイムスパン、企業の立ち位置に留意して、

戦略を策定すべきである。 

 

○佐々木構成員 

民間の参入を促すためには、「創って目に見える形で世の中に出すこと」「既存分野に認められるよう

な価値を創生し、既存インフラで利用してもらうこと」が非常に重要である。例えば、「NICT のテストベ

ッド JGN と SINET（Science Information NETwork）との接続」や、「現代暗号の方々が価値を認めるよう

な量子暗号インフラ」である。 

 

○寒川構成員 

 2025 年までの民間企業の主な投資先は、AI や自動運転であろう。これらの周辺分野に対して貢献でき

る量子関連技術が、量子 inspired 技術だと思われる。但し、ここでも、量子の定義を広く検討すべきであ

り、藤井先生からお話があった「NISQ（Noisy Intermediate-Scale Quantum Computer）と現代コンピュー

タを組み合わせて AI に使う」ような成果をアピールすることが重要である。なお、「量子 inspired 技術」

よりは、藤井先生の資料にあった「量子と古典のハイブリッド技術」のような名前の方が、対象を広く捉

えられるのではないか。 

 

○十倉構成員 

 量子マテリアルに関しては、「量子×マテリアル」というのは少し奇異に感じる。マテリアルと量子は

表裏一体であり、人為的に組み合わせるものではない。故に、量子マテリアルは主要技術領域として扱う

ことが望ましい。日本の量子マテリアル分野は非常に強く、人材が豊富である。また、過去事例として、

ナノテクは材料そのものであったが、「ナノテク・材料」と銘打った研究プロジェクトを推進することに

よって、材料研究が発展した。量子マテリアルには、同じような展開を期待している。 

 

○中村構成員 

 社会実装をする時の価値を明確にするための、マーケティングファンクションが戦略策定作業に要るの

ではないか。北川先生のお話にあった「抗がん剤の効果が 1日後に判明する」のような研究の価値は、非

常に判り易い。開発技術が導く社会や未来像を描く上で、マーケティングファンクションが重要である。 

 

以上 

 


